
　自民党の歴史的圧勝と、診療報酬改定が 30 年ぶりに大幅増改定（本
体部分の 3.09％引き上げ方針）と、高市総理の人気と期待感からの円
安・株高で世の中浮き足立っているように見えますが、少し冷静に考え
るとさまざまな問題点が見えてきます。
　当初の診療報酬 10％以上の引き上げ要求は、国民医療費 10％で 5 兆
円、与党となった維新が医療費の 4兆円削減を主張する中で、どう考え
ても非現実的であると思われたかもしれませんが、病院の 7割、公的病
院の 9 割が赤字の現状では、これ以上地域医療を支え切れないという
極めて真面目な要求でもあったのです。しかし、3.09％の中身を見ます
と、病院にとっては多少の見返りを感じますが、外来を中心とした医療
機関（主に診療所）ではあまりメリットが期待できないことがわかりま
す。初診料は据え置き、再診料も 10 円程度の上乗せで、もっと欲しけ
れば前回から登場した賃上げ分を補う「ベースアップ評価料（病院の 9
割、診療所の 4割が既に導入）」を、導入していない医療機関では新た
に導入を、また、導入している医療機関ではさらなる拡充をしなけれ

ば収入が増えない仕組みです。また、この収入は職員のベースアップ
にしか使えません。病院にとっての実質的な収入増として入院費の増
額があり、高度専門医療、救急救命センター、一般急性期、地域包括、
回復期リハビリ等、さまざまに分類された施設基準に対し、ザックリ 1
日あたり 1 ベット 1,000 円～ 3,000 円の増額となっています。当院 84
床、実質 60 床前後稼動の小さな病院でも、月額 280 万～ 300 万の増収
予定といった感じです。
　今回の改定は、結局病院を中心にしたもので、開業医が中心の医師
会、歯科医師会が推薦してきた医系議員の力量不足を感じざるを得な
いと思います。医療機関の収入の基本は診療報酬ですが、保険診療に消
費税が掛からないにも関わらず、医療機関等の設備投資や医薬品、衛生
材料、マスク等すべてに消費税が課せられています。以前より保険医協
会として「医療機関でのゼロ税率」の検討を重ねてきました。最近にな
り、前々デジタル担当大臣の河野太郎氏がこの問題に言及しましたが、
その後消息不明。6区の青山大人氏も同調してくださいましたが落選。
今後は医師会推薦の国光あやの氏に期待したいところですが、食料品
への消費税を 2年間 0%とする道筋もない現況で、財源問題もあり、こ
れ以上、税減収に対する政府への期待は無理かもしれません。しかし、
医療機関が支払っている消費税は本来支払う必要のない、正確には後
で還付されるべき税であることを、この際我々は再認識し「医療機関に
おけるゼロ税率」の推進等、総合的な医療機関の経営安定化があってこ
そ、地域医療の継続が可能であることを繰り返し発信していくべきと
考えます。
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